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⑥ 社員の報酬決定に関する事項 

 当監査法人の各社員の報酬は、役職、役割、スキル等に基づき決定された所属バンドに従って決

定されます（専務理事会にて決定）。バンドには各々ポイント幅が設定されており、毎年、「パートナー

業務評価規程」に基づく業績評価及び能力査定の結果等を勘案して、ポイント幅の範囲で付与され

るポイントが決定します。このポイントにポイント単価を乗じて各社員の報酬額が確定します。 

理事長、専務理事及び上級審査会会長の報酬については、経営監視委員会の小委員会である

報酬諮問委員会が、報酬決定プロセスを審査します。 

なお、独立性に関する方針に従い、社員の業績評価には自らの監査関与先に対する非監査証明

業務の提供による業務開発実績は反映されません。 

 

(3) 公認会計士である社員以外の者が公認会計士である社員の監査証明業務の執行に不当な影響

を及ぼすことを排除するための措置 

当監査法人は、2010 年 7 月 1 日より特定社員制度を採用しており、重要な事項に関する意思決

定を行う合議体の構成員のうち、公認会計士である社員の割合を 75％以上とするとともに、公認会

計士である社員以外の者（特定社員）が理事長となることを禁止する規定を設けています。また、特

定社員に関する権利義務を定め、補助者として行う場合を除き特定社員が監査証明業務へ従事す

ることを禁止しています。 

 

(4) 直近において公認会計士法第 46 条の 9 の 2 第 1 項の規定による協会の調査（品質管理レビュ

ー）を受けた年月 

品質管理レビュー（通常レビュー） 2019 年 12 月 

 

(5) 業務の品質の管理の方針の策定及びその実施に関する措置が適正であることの確認 

当監査法人の理事長髙波博之は、当監査法人の第 36 期（自 2019 年 7 月 1 日至 2020 年 6 月

30 日）の業務の品質の管理の方針の策定及びその実施に関する措置が適正であることを確認しま

した。 

 

5. 他の公認会計士又は監査法人との業務上の提携に関する事項 

 当監査法人は、他の公認会計士及び監査法人と業務提携を行っていません。 

 

6. 外国監査事務所等との業務上の提携に関する事項 

(1) 提携を行う外国監査事務所等の商号又は名称 

KPMG インターナショナル（KPMG International Cooperative） 

 

(2) 提携を開始した年月 

2003 年 4 月 1 日 
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(3) 業務上の提携の内容 

 被監査会社の国際化・多国籍化に対応した国際的監査証明業務の推進 

 当監査法人関与先等の海外向財務諸表に KPMG の名称を用いての監査証明 

 KPMG インターナショナルの開発した各種教育・研修プログラムへの参加及び各種情報の提

供を通じた国際的水準業務の遂行 

 相互のクライアント紹介 

 職業賠償責任保険の加入 

 

(4) ネットワークの取り決めの概要 

当監査法人は、前述のとおり、KPMG インターナショナルとメンバーシップ契約を締結していま

す。 

 KPMG は、監査、税務、アドバイザリーサービスを提供するプロフェッショナルファームのグロー

バルネットワークです。世界 147 ヶ国の国と地域のメンバーファームに 219,000 名以上の人員を擁

し、サービスを提供しています。 

 KPMG ネットワークに属する独立した個々のメンバーファームは、スイスの組織体である KPMG 

International Cooperative (“KPMG International”)に加盟しています。KPMG の各メンバー

ファームは、法律上独立した別の組織体です。 
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